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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第114期

第１四半期累計期間
第115期

第１四半期累計期間
第114期

会計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日

自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

売上高 (百万円) 3,307 3,033 11,378

経常利益又は経常損失(△) (百万円) 77 △6 △146

四半期純利益又は四半期(当期)
純損失(△)

(百万円) 46 △6 △177

持分法を適用した
場合の投資利益

(百万円) ― ― ―

資本金 (百万円) 1,510 1,510 1,510

発行済株式総数 (千株) 15,400 15,400 15,400

純資産額 (百万円) 8,178 7,916 8,006

総資産額 (百万円) 16,583 15,466 15,389

１株当たり四半期純利益金額又
は四半期(当期)純損失金額(△)

(円) 3.01 △0.40 △11.63

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 3

自己資本比率 (％) 49.3 51.2 52.0

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．当社は持分法の対象となる関連会社がありませんので、持分法を適用した場合の投資利益については記載し

ておりません。

３．売上高には消費税等は含まれておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。　
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。　

　

(1) 業績の状況

当第１四半期におけるわが国経済は、復興関連需要などから国内需要が堅調に推移しており「緩やか

に持ち直しつつある」との見通しがある一方、欧州の債務問題や中国経済の成長鈍化など、海外経済は依

然として先行き不透明で減速した状況にあります。

このような中、海運業界は荷動きの減少、円高の継続と厳しい環境下にあり、また、造船業界においても

船腹過剰、韓国、中国との価格競争激化など厳しい受注状況が続いております。　　

当社におきましても、厳しい経営対応を迫られ、当第１四半期は、売上高3,033百万円（前年同期比

8.3％減）、経常損失６百万円（前年同期　経常利益77百万円）、四半期純損失６百万円（前年同期　四半

期純利益46百万円）となりました。　　

　

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(3) 研究開発活動

当第１四半期累計期間の研究開発費の金額は６百万円であります。

　

(4) 従業員数

当第１四半期累計期間において、従業員数の著しい増減はありません。

　

(5) 生産、受注及び販売の実績

当第１四半期累計期間において、生産、受注及び販売実績の著しい増減はありません。

　

(6) 主要な設備

当第１四半期累計期間において、主要な設備の著しい変動はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 32,000,000

計 32,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成24年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 15,400,00015,400,000
東京証券取引所
市場第二部

単元株式数
1,000株

計 15,400,00015,400,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成24年４月１日～
平成24年６月30日

─ 15,400,000 ─ 1,510,000 ─ 926,345

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成24年３月31日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成24年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 93,000
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

15,053,000
15,053 ―

単元未満株式
普通株式

254,000
― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 15,400,000― ―

総株主の議決権 ― 15,053 ―

　

② 【自己株式等】

　 　 平成24年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社赤阪鐵工所

東京都千代田区
有楽町一丁目７番１号

93,000 ― 93,000 0.60

計 ― 93,000 ― 93,000 0.60

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(平成24年４月１日から

平成24年６月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成24年４月１日から平成24年６月30日まで)に係る四

半期財務諸表について、東陽監査法人による四半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期会計期間
(平成24年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,792,858 2,939,010

受取手形及び売掛金 ※
 4,072,722

※
 4,161,011

製品 407,300 215,000

仕掛品 2,555,858 2,697,639

原材料及び貯蔵品 501,526 530,074

その他 203,044 243,504

貸倒引当金 △8,412 △1,672

流動資産合計 10,524,897 10,784,568

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,830,372 1,801,422

その他（純額） 1,962,862 1,875,546

有形固定資産合計 3,793,234 3,676,968

無形固定資産 29,472 27,917

投資その他の資産

投資その他の資産 1,066,446 1,000,888

貸倒引当金 △24,482 △23,876

投資その他の資産合計 1,041,963 977,011

固定資産合計 4,864,671 4,681,897

資産合計 15,389,568 15,466,466

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,443,107 2,832,691

短期借入金 1,055,260 1,026,262

未払法人税等 7,449 2,927

引当金 261,317 175,402

資産除去債務 4,600 4,600

その他 1,011,533 1,068,777

流動負債合計 4,783,267 5,110,661

固定負債

社債 326,400 326,400

長期借入金 1,716,440 1,599,700

退職給付引当金 140,145 129,524

役員退職慰労引当金 158,653 149,666

その他 258,051 234,338

固定負債合計 2,599,690 2,439,628

負債合計 7,382,957 7,550,290
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(単位：千円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期会計期間
(平成24年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,510,000 1,510,000

資本剰余金 926,345 926,345

利益剰余金 5,455,391 5,403,173

自己株式 △30,477 △30,312

株主資本合計 7,861,259 7,809,207

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 150,939 109,716

繰延ヘッジ損益 △5,588 △2,748

評価・換算差額等合計 145,351 106,968

純資産合計 8,006,610 7,916,175

負債純資産合計 15,389,568 15,466,466
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(2)【四半期損益計算書】
　【第１四半期累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期累計期間
(自 平成23年４月１日
 至 平成23年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成24年４月１日
 至 平成24年６月30日)

売上高 3,307,073 3,033,344

売上原価 2,829,478 2,664,387

売上総利益 477,594 368,957

販売費及び一般管理費 408,196 388,280

営業利益又は営業損失（△） 69,398 △19,323

営業外収益

受取利息 763 55

受取配当金 8,667 8,286

スクラップ売却益 9,931 7,666

貸倒引当金戻入額 － 6,576

その他 10,505 5,972

営業外収益合計 29,868 28,557

営業外費用

支払利息 20,678 15,814

その他 683 352

営業外費用合計 21,361 16,166

経常利益又は経常損失（△） 77,904 △6,932

特別損失

固定資産除売却損 313 2,915

投資有価証券評価損 1,133 －

特別損失合計 1,446 2,915

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 76,457 △9,848

法人税等 30,368 △3,714

四半期純利益又は四半期純損失（△） 46,088 △6,133
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【会計方針の変更等】
　

当第１四半期累計期間
(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資

産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

なお、この変更よる当第１四半期累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

　
【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

　
当第１四半期累計期間

(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

税金費用の計算 税金費用については、事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効

税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しており

ます。ただし、見積実効税率を用いて税金を計算すると著しく合理性を欠く場合は、法定

実効税率を使用しております。

　
【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

※　四半期会計期間末日満期手形の会計処理について、手形交換日をもって決済処理しております。なお、当第１四

半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形が四半期会計期間末残高に

含まれております。

　

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成24年６月30日)

受取手形 253,560千円 350,713千円

　
(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計

期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

　

　
前第１四半期累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

減価償却費 181,795千円 129,451千円

　
(株主資本等関係)

前第１四半期累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

１．配当金支払額
　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 45,922 3 平成23年３月31日 平成23年６月30日 利益剰余金

　
２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。
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当第１四半期累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

１．配当金支払額
　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 45,919 3 平成24年３月31日 平成24年６月29日 利益剰余金

　
２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

　
(持分法損益等)

関連会社に関する事項

当社が有しているすべての関連会社は、損益及び利益剰余金その他の項目からみて重要性の乏しい関

連会社であるため、記載を省略しております。　

　
(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社の事業は舶用内燃機関及び部分品の設計・製造・修理・販売及びその関連事業を主体とした単一

セグメントであるため、記載を省略しております。

　
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）及び算定上の基礎は以下のとおりでありま

す。
　

項目
前第１四半期累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額
又は四半期純損失金額（△）(円)

３円１銭 △０円40銭

 (算定上の基礎) 　 　

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）(千円) 46,088 △6,133

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額
又は四半期純損失金額（△）(千円)

46,088 △6,133

普通株式の期中平均株式数（株） 15,306 15,306

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、四半期純損失であり、また潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　
２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年８月３日

株式会社赤阪鐵工所

取締役会  御中

東陽監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    山    内    佳    紀    印

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    服    部    信    義    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式
会社赤阪鐵工所の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第115期事業年度の第１四半期会計期間(平

成24年４月１日から平成24年６月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成24年４月１日から平成24年６月30
日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レ
ビューを行った。

　
四半期財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半
期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期
財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。

　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に
対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当
と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社赤阪鐵工所の平成24年６月30日現在の財政状
態及び同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす
べての重要な点において認められなかった。

　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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